
1者随契 相見積 プロポーザル

1
令和５年度土地改良専門
技術者調査報告書作成業
務

土地改良事業計画等の審査の適
正化と事業の円滑化を図るため
の報告書の作成

1,312 ○

　本業務は、農業土木・地域農業開発計画・農村環境の
専門家へ委嘱することとされている。また換地計画を定
めるものについては、土地改良換地士への委嘱が必要
となる。
　現在これら全ての専門家が在籍している組織は沖縄
県土地改良事業団体連合会だけである。特に換地業務
は、民間の換地士が在籍するコンサルタントは機関は
行っておらず、沖縄県土地改良事業団体連合会だけが
行っている。
　よって本業務は、沖縄県土地改良事業団体連合会と
の随意契約とした。

○
専門的知識を有する
技術者会への委託

村づくり計画課

2
令和５年度経済効果諸係
数算定業務

経済効果諸係数算定業務　一式 990 ○

　本業務は県内外出荷作物の平均価格の算定、作物別
純利益率及び所得率の算定等、農業農村整備事業に
おける経済効果算定に係る諸係数を算定する業務であ
る。
　沖縄県土地改良事業団体連合会は農業農村整備事
業に対する専門的知識を有するとともに経済効果算定
に精通しており、実績も豊富である。経済効果に関する
独自開発の諸係数算定ソフトを有している唯一の機関
であり新たなソフト作成の手間と費用を省くことができ
る。全国土地改良事業団体連合会という全国ネットワー
クを有しており、経済効果算定に関する情報収集を行う
のに有利である。本業務は県全域に関わる調査業務で
あり、沖縄県土地改良事業団体連合会は県内市町村を
会員とする組織であることから、情報収集を行うのに有
利である。
　以上のことから、沖縄県土地改良事業団体連合会が
効果的・効率的に実施できる唯一の機関と考えられ、随
意契約とした。

村づくり計画課

公社等名　　　　　沖縄県土地改良事業団体連合会　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

県と公社等の委託事業に係る随意契約状況調査票（令和5年度）
部等名　　　 農林水産部
課名　　　　  村づくり計画課
担当者名 　　杉浦

№ 委託業務名 委託業務内容
契約額
（千円）

随意契約の方法

随意契約の理由
再委託
の有無 再委託の理由 県の担当課
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№ 委託業務名 委託業務内容
契約額
（千円）

随意契約の方法

随意契約の理由
再委託
の有無 再委託の理由 県の担当課

3
宮古伊良部地区農業水利
施設基礎資料作成業務
（R5）

施設関連データの整備状況の整理　一式 3,685 ○

　本業務は、宮古伊良部地区の農業水利施設のGIS
データについて、関連事業の情報を追加し、国営宮古伊
良部地区関連事業管理データベースの事業データ、沖
縄県土地改良事業団体連合会が運用している水土里
情報システムに蓄積された事業区画データ及び宮古土
地改良区の水利施設GISデータとの照合作業を行った
上で、整備された施設整備データの集計等を行うもので
ある。
　本業務において利用する事業区画データと水利施設
GISデータは、同システムを運用し、データの著作権者
から委託を受けて管理を行っている沖縄県土地改良事
業団体連合会のみアクセス・編集が可能である。
　よって本業務は、沖縄県土地改良事業団体連合会と
の随意契約とした。

村づくり計画課

4
令和５年度　赤土対策進捗
管理システム入力作業委
託業務

赤土対策進捗管理システム入力
業務　一式

4,499 ○

　今回委託する業務は、GISを基盤とする赤土対策進捗
状況管理システムにおいて、令和5年度に実施した赤土
流出防止の土木的対策の施工図等をＧＩＳ保有の最新
農地情報（農地筆レイヤー）と重ね合せる作業等を行
い、「沖縄県赤土等流出防止対策基本計画」の評価に
係る基礎資料を作成することから、当該業務はＧＩＳを一
元的に管理・運用している沖縄県土地改良事業団体連
合会のみが実施することができる。
　よって当該業務は、沖縄県土地改良事業団体連合会
との随意契約とした。

農地農村整備課

5
水土里情報システム利用
契約

水土里情報システム利用及び
データ更新業務等　一式

3,108 ○

　当該システムは実施済みの土地改良事業に関する情
報や海岸保全区域、地すべり防止区域、農地筆毎の情
報を航空写真上で表示できるため、現地調査等に要し
ていた時間を削減でき、業務の効率化に有用である。ま
た、インターネットに接続していることから、整備した施
設等の情報更新を速やかに行い閲覧することが可能で
ある。
　当該システムを運用しているのは沖縄県土地改良事
業団体連合会のみであることから、契約の相手方として
選定した。
　以上の理由により、地方自治法施行令第167条の２第
１項第２号により随意契約とした。

農地農村整備課
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№ 委託業務名 委託業務内容
契約額
（千円）

随意契約の方法

随意契約の理由
再委託
の有無 再委託の理由 県の担当課

6
法面崩壊防止対策調査測
量設計業務

法面崩壊防止対策調査測量設計
業務
一式

979 ○

　沖縄県財務規則第137条の２第1項第6号により随意
契約とした。

○

工期が短く緊急を要
する業務であった
が、当会内の測量班
が別業務で対応でき
なかったため。

農業研究セン
ター名護支所

7
ミナト・ヨサシ原地区事業計
画補足業務（R５）

事業計画補足業務　一式
調査業務　一式

935 ○
　業務設計価格が100万円未満であることから、地方自
治法施行令第167条の2第1項第1号の規定により随意
契約とした。

北部農林水産振
興センタ－

8
北部管内傾斜農用地マップ
作成業務

地図作成　一式 2,233 ○

　作成する地図は沖縄県土地改良事業団体連合会が
所有する水土里情報システム（GIS）を基盤に開発した
GISデータであり、当業務を行えるのは沖縄県土地改良
事業団体連合会に限られることから、随意契約とした。

北部農林水産振
興センタ－

9
県営かんがい排水事業地
区水土里情報システム構
築業務

水土里情報システム構築　一式 836 ○
　予定価格が100万円以内であることから、地方自治法
施行令第167条の2第1項第1号及び沖縄県財務規則
137条の2第1項第6号の規定に基づき随意契約とした。

北部農林水産振
興センタ－

10
糸満市福地第1地区換地業
務

一時指定等換地業務　一式 1,507 ○

　本業務は換地に資する一時利用地指定業務であり、
換地配分と密接な関係のもとで行われるもである。換地
業務を実施できるものが沖縄県土地改良事業団体連合
会の他にいないため。
　よって、地方自治法施行令第167条の２第１項第２号
に基づき随意契約とした。

南部農林土木事
務所

11
宇江城第1地区計画策定業
務（Ｒ５）

計画策定業務　一式 836 ○

　宇江城第１地区の事業計画を策定するものであり、南
部管内の県営事業において、計画策定業務の実績があ
る３者を選定。
　予定価格が１００万円未満のため、地方自治法施行令
第167条の２第１項１号の規定を適用し随意契約とした。

南部農林土木事
務所

12 真壁第２地区換地業務 換地業務　一式 14,960 ○

　換地原案を作成することが主な業務内容であるが、換
地業務に実施出来るものは沖縄県土地改良事業団体
連合会以外にないことから、地方自治法施行令第167条
の２第１項２号に基づき随意契約とした。

南部農林土木事
務所
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契約額
（千円）
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随意契約の理由
再委託
の有無 再委託の理由 県の担当課

13
福地第２地区計画策定業
務（Ｒ５）

計画策定業務　一式 715 ○

　福地第２地区の事業計画を策定するものであり、南部
管内の県営事業において、計画策定業務の実績がある
３者を選定。
　予定価格が１００万円未満のため、地方自治法施行令
第167条の２第１項１号の規定を適用し随意契約とした。

南部農林土木事
務所

14
深底地区権利関係調査委
託業務（Ｒ５）

深底地区権利関係調査　一式 781 ○

　本業務は、宮古管内で実施する事業の登記データ一
覧表の作成及び地図データの更新を目的とする土地改
良事業の発注者支援業務である。土地改良事業に精通
し、国から発注者支援の認定を受けたところが他にない
ため、地方自治法施行令第167条の２第１項第２号の規
定により随意契約を行う。

宮古農林水産振
興センタ－

15
宮古管内土地改良事業技
術審査等支援業務（Ｒ５）

競争参加資格確認・整理
（特別簡易型/事後審査）

8,393 ○

　本業務は、宮古管内で実施する工事の技術審査に必
要な書類を作成する事を目的としている土地改良事業
の発注者支援業務である。土地改良事業に精通し、国
からの発注者支援の認定を受けたところが他にないた
め、地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規
定により随意契約とした。

宮古農林水産振
興センタ－

16 宮古管内換地業務 換地・確定測量業務　一式 41,177 ○

　換地業務は、「換地業務における土地改良換地士の
関与の範囲の拡大について」（最終改正：令和３年２月１
５日付け２農振第２７２４号）において、土地改良換地士
の関与を求めており、換地業務の経費算定基準におい
ても土地改良換地士及び換地業務の実務経験が定め
られている。
　また換地業務は単年度ごとの契約ではあるが、成果
の積み上げが最終的な換地計画となるため、業務の継
続性が重要となる。
　沖縄県土地改良事業団体連合会は、土地改良事業の
計画、測量設計、換地業務を総合的に実施している機
関であり、特に換地業務に関しては、有資格者を多数有
しており、併せてこれまでの数多い地区の換地業務実
績に基づいて信頼性を参酌し、随意契約をすることによ
り業務の適正かつ円滑な執行を図ることができる。
　以上の理由により、沖縄県土地改良事業団体連合会
との随意契約（地方自治法施行令第１６７条の２第１項
第２号）とした。

宮古農林水産振
興センタ－
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17
宮古島市狭間地区換地業
務

換地業務　一式 10,370 ○

　換地業務は、「換地業務における土地改良換地士の
関与の範囲の拡大について」（最終改正：令和３年２月１
５日付け２農振第２７２４号）において、土地改良換地士
の関与を求めており、換地業務の経費算定基準におい
ても土地改良換地士及び換地業務の実務経験が定め
られている。
　また換地業務は単年度ごとの契約ではあるが、成果
の積み上げが最終的な換地計画となるため、業務の継
続性が重要となる。
　沖縄県土地改良事業団体連合会は、土地改良事業の
計画、測量設計、換地業務を総合的に実施している機
関であり、特に換地業務に関しては、有資格者を多数有
しており、併せてこれまでの数多い地区の換地業務実
績に基づいて信頼性を参酌し、随意契約をすることによ
り業務の適正かつ円滑な執行を図ることができる。
　以上の理由により、沖縄県土地改良事業団体連合会
との随意契約（地方自治法施行令第１６７条の２第１項
第２号）とした。

宮古農林水産振
興センタ－

18
宮古島市上地中部地区換
地業務

換地業務　一式 28,918 ○

　換地業務は、「換地業務における土地改良換地士の
関与の範囲の拡大について」（最終改正：令和３年２月１
５日付け２農振第２７２４号）において、土地改良換地士
の関与を求めており、換地業務の経費算定基準におい
ても土地改良換地士及び換地業務の実務経験が定め
られている。
　また換地業務は単年度ごとの契約ではあるが、成果
の積み上げが最終的な換地計画となるため、業務の継
続性が重要となる。
　沖縄県土地改良事業団体連合会は、土地改良事業の
計画、測量設計、換地業務を総合的に実施している機
関であり、特に換地業務に関しては、有資格者を多数有
しており、併せてこれまでの数多い地区の換地業務実
績に基づいて信頼性を参酌し、随意契約をすることによ
り業務の適正かつ円滑な執行を図ることができる。
　以上の理由により、沖縄県土地改良事業団体連合会
との随意契約（地方自治法施行令第１６７条の２第１項
第２号）とした。

○ 成果検定受験のため
宮古農林水産振
興センタ－
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19
宮古島市ウヅラ嶺地区換
地業務

換地業務　一式 12,865 ○

　換地業務は、「換地業務における土地改良換地士の
関与の範囲の拡大について」（最終改正：令和３年２月１
５日付け２農振第２７２４号）において、土地改良換地士
の関与を求めており、換地業務の経費算定基準におい
ても土地改良換地士及び換地業務の実務経験が定め
られている。
　また換地業務は単年度ごとの契約ではあるが、成果
の積み上げが最終的な換地計画となるため、業務の継
続性が重要となる。
　沖縄県土地改良事業団体連合会は、土地改良事業の
計画、測量設計、換地業務を総合的に実施している機
関であり、特に換地業務に関しては、有資格者を多数有
しており、併せてこれまでの数多い地区の換地業務実
績に基づいて信頼性を参酌し、随意契約をすることによ
り業務の適正かつ円滑な執行を図ることができる。
　以上の理由により、沖縄県土地改良事業団体連合会
との随意契約（地方自治法施行令第１６７条の２第１項
第２号）とした。

宮古農林水産振
興センタ－

20
宮古島市増原地区換地業
務

換地・確定測量業務　一式 13,095 ○

　換地業務は、「換地業務における土地改良換地士の
関与の範囲の拡大について」（最終改正：令和３年２月１
５日付け２農振第２７２４号）において、土地改良換地士
の関与を求めており、換地業務の経費算定基準におい
ても土地改良換地士及び換地業務の実務経験が定め
られている。
　また換地業務は単年度ごとの契約ではあるが、成果
の積み上げが最終的な換地計画となるため、業務の継
続性が重要となる。
　なお換地を伴う確定測量は、換地計画書の作成いわ
ゆる各権利者の配分が決定されなければ各権利者の
土地の位置を現地確認することができないため、換地
配分と密接な関係のもとで行われる。
　沖縄県土地改良事業団体連合会は、土地改良事業の
計画、測量設計、換地業務を総合的に実施している機
関であり、特に換地業務に関しては、有資格者を多数有
しており、併せてこれまでの数多い地区の換地業務実
績に基づいて信頼性を参酌し、随意契約をすることによ
り業務の適正かつ円滑な執行を図ることができる。
　以上の理由により、沖縄県土地改良事業団体連合会
との随意契約（地方自治法施行令第１６７条の２第１項
第２号）とした。

○ 成果検定受験のため
宮古農林水産振
興センタ－
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21
深底地区権利関係調査委
託業務（Ｒ５）その２

戸籍関係調査　一式 1,320 ○

　本業務は、宮古管内で実施する事業の戸籍関係調査
であり、存否を悪人することを目的とする土地改良事業
の発注者支援業務である。土地改良事業に精通し、国
から発注者支援の認定を受けたところ他にないため、地
方自治法施行令第167条の２第１項第2号の規定により
随意契約とした。

宮古農林水産振
興センタ－

22
狭間地区農道台帳作成業
務（Ｒ５－１）

農道台帳作成業務　一式 3,223 ○

　本業務は、予定管理者への引継ぎに必要な農道台帳
を作成することを目的とする業務である。
　農道台帳の作成及び管理は、農林水産省構造改善局
通達により『一貫した体制の下統一的に実施することが
重要である』として各都道府県の土地改良事業連合会
を活用するよう指導がある。
　当該農道の財産は、今後宮古島市に移管する予定で
あり、沖縄県土地改良事業団体連合会が一括して農道
台帳の管理を引き受けている。
　沖縄県土地改良事業団体連合会は、当該事業遂行に
必要な専門技術者も多数有しているので本業務のより
適性で円滑な執行ができる。
　上記理由により地方自治法施行令第１６７条の２の第
１項第２号を適用し、随意契約とした。

宮古農林水産振
興センタ－

23
増原地区農道台帳作成業
務（Ｒ５－１）

農道台帳作成業務　一式 2,343 ○

　本業務は、予定管理者への引継ぎに必要な農道台帳
を作成することを目的とする業務である。
　農道台帳の作成及び管理は、農林水産省構造改善局
通達により『一貫した体制の下統一的に実施することが
重要である』として各都道府県の土地改良事業連合会
を活用するよう指導がある。
　当該農道の財産は、今後宮古島市に移管する予定で
あり、沖縄県土地改良事業団体連合会が一括して農道
台帳の管理を引き受けている。
　沖縄県土地改良事業団体連合会は、当該事業遂行に
必要な専門技術者も多数有しているので本業務のより
適性で円滑な執行ができる。
　上記理由により地方自治法施行令第１６７条の２の第
１項第２号を適用し、随意契約とした。

宮古農林水産振
興センタ－



1者随契 相見積 プロポーザル

№ 委託業務名 委託業務内容
契約額
（千円）

随意契約の方法

随意契約の理由
再委託
の有無 再委託の理由 県の担当課

24
上地中部地区農道台帳作
成業務

農道台帳作成業務　一式 1,375 ○

　本業務は、予定管理者への引継ぎに必要な農道台帳
を作成することを目的とする業務である。
　農道台帳の作成及び管理は、農林水産省構造改善局
通達により『一貫した体制の下統一的に実施することが
重要である』として各都道府県の土地改良事業連合会
を活用するよう指導がある。
　当該農道の財産は、今後宮古島市に移管する予定で
あり、沖縄県土地改良事業団体連合会が一括して農道
台帳の管理を引き受けている。
　沖縄県土地改良事業団体連合会は、当該事業遂行に
必要な専門技術者も多数有しているので本業務のより
適性で円滑な執行ができる。
　上記理由により地方自治法施行令第１６７条の２の第
１項第２号を適用し、随意契約とした。

宮古農林水産振
興センタ－

25
宮古管内土地改良施設財
産台帳作成業務（Ｒ５－１）

土地改良施設財産台帳作成
業務　一式

2,189 ○

　本業務は、宮古管内で実施する工事の財産台帳に必
要な書類を作成する事を目的としている土地改良事業
の発注者支援業務である。土地改良事業に精通し、国
から発注者支援の認定を受けたところが他にないため、
地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定に
より随意契約とした。

宮古農林水産振
興センタ－

26
宮古管内土地改良施設財
産台帳作成業務（Ｒ５－２）

土地改良施設財産台帳作成
業務　一式

7,535 ○

　本業務は、宮古管内で実施する工事の財産台帳に必
要な書類を作成する事を目的としている土地改良事業
の発注者支援業務である。土地改良事業に精通し、国
から発注者支援の認定を受けたところが他にないため、
地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定に
より随意契約とした。

宮古農林水産振
興センタ－

27
石垣市米節東地区換地業
務（Ｒ５）

一時指定等換地業務　一式 154 ○

　本業務は、宮古管内で実施する工事の財産台帳に必
要な書類を作成する事を目的としている土地改良事業
の発注者支援業務である。土地改良事業に精通し、国
から発注者支援の認定を受けたところが他にないため、
地方自治法施行令第１６７条の２第１項第２号の規定に
より随意契約とした。

八重山農林水産
振興センタ－



1者随契 相見積 プロポーザル

№ 委託業務名 委託業務内容
契約額
（千円）

随意契約の方法

随意契約の理由
再委託
の有無 再委託の理由 県の担当課

28
石垣市伊野田中地区換地
業務（Ｒ５）

換地業務　一式 6,976 ○

　本業務は、ほ場整備など区画整理事業の実施後、換
地処分をするために必要な従前地の調査や換地計画
原案などを作成する業務である。
　換地処分に関する業務は、「換地業務における土地改
良換地士の関与の範囲の拡大について」（最終　改正：
令和３年２月15日付け２農振第2724号）において、土地
改良換地士の関与が求められており、「換地業務の経
費算定基準」においても土地改良換地士及び換地業務
の実務経験が定められている。
　沖縄県内で土地改良換地士資格を保有し多数の実務
経験のあるコンサルタントは、沖縄県土地改良事業団
体連合会のみであり、八重山管内でも複数の実績があ
る。
　以上の理由により、契約を履行できるものが特定され
ることから、沖縄県土地改良事業団体連合会と随意契
約を行う。

八重山農林水産
振興センタ－

29
与那国町南帆安地区換地
業務（Ｒ５）

一時指定等換地業務　一式 987 ○

　本業務は、ほ場整備など区画整理事業の実施後、換
地処分をするために必要な従前地の調査や換地計画
原案などを作成する業務である。
　換地処分に関する業務は、「換地業務における土地改
良換地士の関与の範囲の拡大について」（最終　改正：
令和３年２月15日付け２農振第2724号）において、土地
改良換地士の関与が求められており、「換地業務の経
費算定基準」においても土地改良換地士及び換地業務
の実務経験が定められている。
　沖縄県内で土地改良換地士資格を保有し多数の実務
経験のあるコンサルタントは、沖縄県土地改良事業団
体連合会のみであり、八重山管内でも複数の実績があ
る。
　以上の理由により、契約を履行できるものが特定され
ることから、沖縄県土地改良事業団体連合会と随意契
約を行う。

八重山農林水産
振興センタ－



1者随契 相見積 プロポーザル

№ 委託業務名 委託業務内容
契約額
（千円）

随意契約の方法

随意契約の理由
再委託
の有無 再委託の理由 県の担当課

30
竹富町南風田地区換地業
務（Ｒ５）

換地業務　一式 8,057 ○

　本業務は、ほ場整備など区画整理事業の実施後、換
地処分をするために必要な従前地の調査や換地計画
原案などを作成する業務である。
　換地処分に関する業務は、「換地業務における土地改
良換地士の関与の範囲の拡大について」（最終　改正：
令和３年２月15日付け２農振第2724号）において、土地
改良換地士の関与が求められており、「換地業務の経
費算定基準」においても土地改良換地士及び換地業務
の実務経験が定められている。
　沖縄県内で土地改良換地士資格を保有し多数の実務
経験のあるコンサルタントは、沖縄県土地改良事業団
体連合会のみであり、八重山管内でも複数の実績があ
る。
　以上の理由により、契約を履行できるものが特定され
ることから、沖縄県土地改良事業団体連合会と随意契
約を行う。

八重山農林水産
振興センタ－

31
石垣市大座地区換地業務
（Ｒ５）

一時指定等換地業務　一式 1,345 ○

　本業務は、ほ場整備など区画整理事業の実施後、換
地処分をするために必要な従前地の調査や換地計画
原案などを作成する業務である。
　換地処分に関する業務は、「換地業務における土地改
良換地士の関与の範囲の拡大について」（最終　改正：
令和３年２月15日付け２農振第2724号）において、土地
改良換地士の関与が求められており、「換地業務の経
費算定基準」においても土地改良換地士及び換地業務
の実務経験が定められている。
　沖縄県内で土地改良換地士資格を保有し多数の実務
経験のあるコンサルタントは、沖縄県土地改良事業団
体連合会のみであり、八重山管内でも複数の実績があ
る。
　以上の理由により、契約を履行できるものが特定され
ることから、沖縄県土地改良事業団体連合会と随意契
約を行う。

八重山農林水産
振興センタ－



1者随契 相見積 プロポーザル

№ 委託業務名 委託業務内容
契約額
（千円）

随意契約の方法

随意契約の理由
再委託
の有無 再委託の理由 県の担当課

32
石垣市米節東地区換地業
務（R5-２）

換地・確定測量業務　一式 33,087 ○

　本業務は、ほ場整備など区画整理事業の実施後、換
地処分をするために必要な従前地の調査や換地計画
原案などを作成する業務である。
　換地処分に関する業務は、「換地業務における土地改
良換地士の関与の範囲の拡大について」（最終　改正：
令和３年２月15日付け２農振第2724号）において、土地
改良換地士の関与が求められており、「換地業務の経
費算定基準」においても土地改良換地士及び換地業務
の実務経験が定められている。
　沖縄県内で土地改良換地士資格を保有し多数の実務
経験のあるコンサルタントは、沖縄県土地改良事業団
体連合会のみであり、八重山管内でも複数の実績があ
る。
　以上の理由により、契約を履行できるものが特定され
ることから、沖縄県土地改良事業団体連合会と随意契
約を行う。

八重山農林水産
振興センタ－

33
石垣市伊野田北地区換地
業務（Ｒ５）

一時指定等換地業務　一式 1,643 ○

　本業務は、ほ場整備など区画整理事業の実施後、換
地処分をするために必要な従前地の調査や換地計画
原案などを作成する業務である。
　換地処分に関する業務は、「換地業務における土地改
良換地士の関与の範囲の拡大について」（最終　改正：
令和３年２月15日付け２農振第2724号）において、土地
改良換地士の関与が求められており、「換地業務の経
費算定基準」においても土地改良換地士及び換地業務
の実務経験が定められている。
　沖縄県内で土地改良換地士資格を保有し多数の実務
経験のあるコンサルタントは、沖縄県土地改良事業団
体連合会のみであり、八重山管内でも複数の実績があ
る。
　以上の理由により、契約を履行できるものが特定され
ることから、沖縄県土地改良事業団体連合会と随意契
約を行う。

八重山農林水産
振興センタ－



1者随契 相見積 プロポーザル

№ 委託業務名 委託業務内容
契約額
（千円）

随意契約の方法

随意契約の理由
再委託
の有無 再委託の理由 県の担当課

34
八重山地区施設管理要望
課題管理マップ作成業務
（Ｒ５）

設計業務　一式
調査業務　一式

913 ○

　　本業務は、水土里情報システムにて、デジタル化及
びマップ化による情報の可視化、共有化を図り、農地の
土壌や水利施設の有無などのデータを収集し、収量に
影響を及ぼす要因の洗い出しを行うものである。
　水土里情報システムは、沖縄県土地改良事業団体連
合会がサーバー等の経費を負担しており、システムの
仕様は非公開のため、他社によるシステムの更新作業
はできない。
　本業務は、水土里情報システムに登録されている施
設や農地情報と連携し、一体的な機能発揮が求めら
れ、密接不可分な関係にあることから、本業務の受託者
として沖縄県土地改良事業団体連合会と随意契約を行
う。

八重山農林水産
振興センタ－

223,341 30 4 0 4

39 件
県との委託契約の件数

（随意契約含む。）

合計


